
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [76,612円]

類似団体内順位

[ 2/74 ]

全国市町村平均

121,478
兵庫県市町村平均

122,612

(円)

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

0

257,275

74,448

111,008

76,612

給与水準の適正度   （国との比較）
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実質公債費比率 [16.1%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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太子町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　 景気低迷による個人住民税の減少に加え、数法人における固定資産税(償却)皆減の影響で伸び悩んでお
り、前年度に急激に伸びた町たばこ税が基準財政収入額を押し上げている。前年度より0.02ポイント上昇しているが、類似
団体平均より0.06ポイント下回っており、今後も引き続き税徴収率の向上に努める。
経常収支比率   前年度より0.4%改善しているが、類似団体平均より5.0%上回っている。歳入面では地方税、普通交付税、臨
時財政対策債などの経常一般財源が減少するなか、歳出では補助費、公債費及び繰出金において経常経費が増加してい
る。財源の減少により、「集中改革プラン」による効果がなかなか数字に表れてこないが、徴収体制の強化・受益と負担の適
正化・各種負担金や使用料の定期的な見直しにより財源確保を図るとともに、行政改革の更なる推進により義務的経費を中
心とした経常経費の削減に努める。
人口1人当たり人件費・物件費等の適正度　  類似団体平均と比較して、人件費・物件費等の適正度が低くなっている要因
として、ゴミ処理業務や斎場業務、消防業務（17年度途中より委託）などを一部事務組合で行っていることが挙げられる。一
部組合における人件費・物件費等の相当額を合算した場合には、大幅に増加することになる。今後はこれらも含めた経費抑
制を行っていく。
ラスパイレス指数  前年度より2.9ポイント上回った要因は、17年度実施の職員給料カット（一般職3%）を単年度で廃止し、一
方で調整手当(現、地域手当）を2％カットした変更によるものである。結果、類似団体平均より2.7ポイント上回ったが、

今後も引き続き、国家公務員に準じた給与の適正化を推進することにより人件費の抑制を図る。
人口１，０００人当たり職員数　 シルバー人材センターへの委託や、退職補充の新採用を抑制したことにより、昨年度より0.18
人減少し、類似団体平均においても2.34人下回っている。職員数が少ない要因は、一部の業務を一部事務組合で実施してい
ることが挙げられるが、今後も定員適正化計画により、住民サービスの質を維持しつつ職員数の削減に努める。
実質公債費比率　過去からの起債抑制策により普通会計事業にかかる起債償還額は年々減る傾向にあるが、特別会計への
繰出金は前年度比15.5％上昇している。下水道事業特別会計にあっては、過年度事業にかかる起債の元金償還が逐次始ま
るため公債費比率は増加傾向にあり、本町の実質公債費比率のピークは平成20年度となる見込みである。一部事務組合にお
ける償還額をも睨みつつ、今後の事業計画の整理・縮小を図るなど、起債依存型の事業実施を見直し、起債許可団体となる
18.0％を超えないように努める。
人口１人当たり地方債現在高   投資的事業の抑制策により前年度より8,080円減少し、現在のところ類似団体平均をやや下
回っている。普通会計債は順調に残高が減少しているが、減税補てん債・臨時財政対策債の発行が残高の減少幅を鈍化させ
ている。今後も緩やかに地方債残高は減少していくが、公共施設の改修計画も必要であることから、起債残高を十分に注視し
たなかで、投資的事業費の年度平均化を図り、新規地方債の発行の抑制と平準化を図ることで、後年度世代の負担の肥大化
を回避する。


